
 

 

中国黒龍江省における北海道産食品テスト販売等運営委託業務 

企画提案指示書 

 

１ 目的 

    道産食品を中心とする道産品の中国市場での販路拡大を図るため、北海道と友好提携を結んで

いる黒龍江省との経済交流の一層の促進を目的に、ハルビン市内の百貨店において道産食品のテ

スト販売を行うとともに、食や観光、文化など北海道の魅力を一体的に情報発信する。 

 

２ 実施方法 

公募型プロポーザル方式による随意契約 

 

３ 委託期間 

 委託期間：契約締結の日から令和２年（２０２０年）３月２３日（月）まで 

 

４ 委託業務の概要 

（１）出展場所及び出展企業等の調整 

・ 日本商品の取り扱いを行う現地百貨店や小売店等で、道産品の販売に意欲的な店舗と連携 

し、１店舗でのテスト販売の実施に伴い以下の調整などを行うこと。 

① 出展エリアの確定など現地関係者との調整 

・道内企業及び委託者が販売やプロモーションを行うため、十分な面積を確保すること。 

   ・集客が期待される金、土、日、現地の祝日の曜日の並びで開催するものとし、開催期間は４ 

日以上とすること。 

② 出展企業の募集・取りまとめなど 

・出展企業については、(ア)商品のみ出展する企業 (イ)実際に売場に社員等を派遣し物販や

商品説明を行う企業の 2通りとし、(イ)については道内企業 7社以上を募集すること。 

・出展企業及び商品をとりまとめ、出展リストを作成すること。 

  ③ 出展商品のとりまとめ 

・道産品 150品目以上を出品すること。 

・商品の種類については、道産の農産物、水産物、加工食品、酒類の４種以上とすること。 

・テスト販売対象商品については、今後の店舗での継続販売を見据え、道内企業が商談でき

る場を設け、現地小売店と事前商談を行うことが望ましい。出展商品の決定にあたっては、

受託者が委託者と協議の上、決定すること。 

  ④ 商品の輸出等 

・商品の輸出に当たっては、受託者の指定する場所（日本国内）から、出港地（海路、空路を

含む）までの輸送、輸出手続（商品の通関等輸出に係る一切の手続）、中国の目的港（海路、

空路を含む）までの輸送、中国の目的港から会場の出展エリアまでの輸送を行うこと。 

 

・商品の種類に応じ、冷凍、冷蔵、常温などの区分を踏まえ、適切な保管、管理、輸送、輸出

を行うこと。また、テスト販売期間中も適切な保管、管理を行うこと。 

・輸出にあたっては、日本及び中国の貿易に関する関係諸法規に従い、実施すること。 



   ⑤ 出展までの準備・調整・担当者の配置 

   ・出展までの準備・調整等を進めるにあたり、現地関係者との調整が必要となることから、

業務開始から出展終了までの間、日本語と中国語の通訳が可能な担当者を１名以上配置す

ること。 

   ・出展に係る準備、オペレーションなど委託者が必要と認める資料を作成すること。 

   ・出展当日までに出展のしおりを作成し、出展企業等に対し案内を行うこと。 

（２）出展エリアの設営・運営の調整 

① 出展エリアの配置の調整 

   ・配置については、次のスペースを設置すること。 

ア 商品の販売及び展示スペース 

イ 試食スペース（厨房設備を含む） 

ウ 観光・文化プロモーションスペース（ウポポイ PRを含む） 

エ ストックヤード 

オ その他委託者が必要と認めるスペース 

   ② 出展エリアの装飾 

   ・装飾については、次の事項を踏まえ、実施すること。 

    ア エリア全体で、北海道をイメージさせる写真や映像等を使用した大型モニター、パ 

ネル及び看板などの装飾及び開催場所との内装など一切の調整 

    イ 出展企業のロゴや写真、ポスター等を活用した、企業や商品の特徴のプロモーショ 

ンに資する装飾 

    ウ その他委託者が必要と認める装飾 

 ③ 出展エリアの備品・什器、設備等の設置 

   ・物販に必要な商品棚やテーブル、椅子、冷蔵・冷凍庫等を設置するほか、その他委託者が必 

要と認めるものを設置すること。 

・照明設備、電気設備、厨房設備（上排水設備含む）、ストックヤードのほか、その他委託者

が必要と認める設備については、実施する小売店舗等と協議の上、確保すること。 

   ④ テスト販売の周知・広告 

・集客が効果的な手法により、実施する小売店等と連携し、実施店舗の顧客や黒龍江省フェ

ア開催の情報を周知・広告を行うこと。 

    ⑤ 出展エリアの管理・運営担当者の配置 

   ・出展期間中、２名以上（ただし、日本人１名以上）の人員を配置し、出展エリアの管理・運 

営を行うほか、企業の販売支援を行うこと。 

 ⑥ 食・観光・文化の情報発信プロモーション 

・テスト販売会場内では北海道の食、観光、文化を発信するイベントや展示等を行うこと。 

・北海道の食、観光、文化（ウポポイ PRを含む）の魅力を来場者に伝達できる内容とすること。 

・ロゴやポスター等を活用し、企業や商品の特徴を来場者に伝達できる内容とすること。 

      ・観光及び文化発信では、アイヌ文化（ウポポイ含む）に関連する内容を含めること。 

・ポスターやパンフレット等啓発資材の取りまとめを行い、会場までの輸送を行うこと。  

    ⑦ 通訳員及び販売員の配置 

   ・出展期間中、日本語と中国語の商談通訳が可能な中国人の通訳員及び販売員を配置するこ 

ととし、合わせて参加企業の販売支援を行うこと。 

・通訳員の配置は、出展期中、現地参加企業１社あたり１名以上の通訳員及び販売員を配 

置すること。 



・販売員の配置は、現地の展示レイアウトを踏まえ委託者と協議することとするが、最低 3名 

以上配置すること。 

   ⑧ パフォーマーの配置 

   ・期間中、出展エリアを盛り上げるため、中国語と日本語でイベントの司会などを実施する

本道に縁のあるパフォーマーを２名以上配置すること。 

⑨ 資材等の輸送 

   ・道内企業や委託者などがプロモーションを行うためのポスター、パンフレット等の資料や、

試食用の資材等について、企業や委託者と協議を行い、それらを取りまとめるとともに、

中国への配送を行うほか、期間終了後、必要に応じ北海道までの返送を行うこと。 

⑩ 現地送迎 

   ・出展期間中、バス等の車輌を借り上げ、空港、ホテル、会場間等について、道内企業等関係 

者の送迎を行うこと。 

   ⑪ その他 

   ・テスト販売実施にあたっては、装飾などに「道産品輸出用ｼﾝﾎﾞﾙﾏｰｸ」を活用すること。 

（３）出展後のフォローアップ 

① マーケット調査の実施 

   ・黒龍江省の消費者向けに、テスト販売品目に関するアンケートを実施するとともに、結果 

を集計・分析し、出展した道内企業への情報還元を行うとともに、その結果を広く道内企  

業の参考に資するよう事業実績報告書にとりまとめを行うこと。 

② 成果・実績報告 

   ・期間終了後、受託者はテスト販売を行った商品の品目ごとの販売数量・金額及び今後に向

けた課題などの実施結果について取りまとめを行うとともに、それらを整理し、委託者と

出展企業に報告すること。 

[提出] 電子媒体（ＣＤ－ＲＯＭ）１枚及び紙媒体５部 

     [目的] 上記①～⑦の実施に係る内容の報告のほか、効果分析、課題検討を実施 

 

５ プロポーザル参加の資格要件 

 （１）複数企業等（法人及び法人以外の団体を含む）による連合体（以下、「コンソーシアム」と

いう。）または単体企業等とする。 

（２）コンソーシアムの構成員及び単体企業等は、次のいずれにも該当すること。 

ア 道内に本社又は事業所等（本事業を実施するために設置する場合を含む。）を有する企業、

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）に基づく特定非営利活動法人（以下、「特

定非営利活動法人」という。）、その他法人又は法人以外の団体であること。 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に規定する者でないこと。 

ウ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定により、競争入札への参加を排除されている

者でないこと。 

エ 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。 

オ 暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札等への参加を排除されていないこ

と。 

カ 暴力団関係事業者等でないこと。 

キ 次に掲げる税を滞納している者でないこと。 

  （ア）道税（個人道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。） 

  （イ）本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。） 



  （ウ）消費税及び地方消費税 

ク 次に掲げる届出の義務を履行していない者でないこと。 

  （ア）健康保険法（大正 11年法律第７０号）第 48条の規定による届出 

   （イ）厚生年金保険法（昭和 29年法律第 115号）第 27条の規定による届出 

   （ウ）雇用保険法（昭和 49年法律第 116号）第７条の規定による届出 

ケ コンソーシアムの構成員が単体企業又は他のコンソーシアムの構成員として参加する者でな

いこと。 

 

６ 審 査 

   企画提案は、次の事項について審査し、総合的に判断する。 

 （１）事業者の適格性 

   ・中国でのイベントの開催や実施、商品の輸出入など貿易に関する十分な知識や実務経験を 

有していること。 

   ・各業務項目の実施にあたり、百貨店との協議担当者のほか、販売員・通訳員など適切な人材 

配置を行い、国内外における業務執行体制が確立できること。 

 

 （２）企画提案の適合性 

 ・北海道の食、観光、文化（ウポポイ PRを含む）を効果的に発信する魅力的なコンセプトの提 

案となっていること。 

 ・出展商品の募集や取りまとめに当たって、具体的かつ実現性の高い計画を有していること。 

 ・食、観光、文化の情報発信プロモーションの内容が、効果的なものとなっていること。 

 ・会場レイアウトや装飾に創意工夫がなされており、北海道の魅力を効果的にＰＲする内容と

なっていること。 

 ・実績報告書の作成において、売上状況や商談状況等がわかりやすく集計され、アンケート等 

を踏まえ、その結果の分析や課題検討が的確になされる報告書となっていること。 

  

７ 業務上の留意事項 

業務内容の詳細については、道と受託者が協議し決定する。 

 

８ 予算上限額（消費税を含む） 

  ５，１９４千円 

 

９ 応募手続 

（１）担当窓口 

   〒060－8588 札幌市中央区北３条西６丁目 

   北海道経済部経済企画局国際経済室経済交流グループ 

    担 当 主 任 石川 和憲  

    電 話 ０１１－２０４－５３４２ （内線）２６－６５４ 

    ＦＡＸ ０１１－２３２－８８７０    E-mail ishikawa.kazunori@pref.hokkaido.lg.jp 

 

（２）参加表明書の提出期限並びに提出場所及び方法 

 ア 提出期限 令和元年（２０１９年）１１月１日（金）１５時 

 イ 提出場所 （１）に同じ 



 ウ 提出方法 持参あるいは郵送（書留郵便に限る） 

 エ 提出様式 別添様式１のとおり 

（３）企画提案書の提出期限並びに提出場所及び方法 

 ア 提出期限 令和元年（２０１９年）１１月１５日（金）１５時 

 イ 提出場所 （１）に同じ 

 ウ 提出方法 持参あるいは郵送（書留郵便に限る） 

 エ 提出様式 別添様式２のとおり 

 

10 その他 

（１）企画提案に要する経費は、参加事業者の負担とする。 

（２）企画提案の採否については、文書で通知する。 

（３）企画提案書等を参加期日までに提出しない場合は企画提案に参加の意思がないものとみなす。

なお、事前に不参加を決定した場合は、１１月１３日（水）１７時までに上記１０(１)の担当窓

口へ連絡すること。 

（４）本業務の成果品に係る著作権は北海道に帰属する。 

（５）手続きにおいて使用する言語及び通貨 

日本語及び日本通貨 

（６）契約書作成の要否 

      要 

（７）関連情報を収集するための窓口 

      ９（１）に同じ        

（８）プロポーザルに関する説明 

      提出された企画提案書の内容についてヒアリングを行う（11月中下旬を予定）。ただし、提

出者が５名を超えるときには、書類選考を行う場合がある。 

（９）審査結果及び特定者名 

      公表する。 


